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 令和８年度庁議報告事項 

第５回庁議（２０２６年６月１６日）          都 市 基 盤 部 住 宅 課 

                           まちづくり推進部まちづくり事業課 

                        

【件名】公営住宅等の現状及び今後の検討の方向性について 

 

【要旨】 

公営住宅等の長寿命化及び今後のあり方に関する計画の策定に向け、各住宅の現状、

管理運営上の課題及び今後の検討の方向性について整理したので、以下のとおり報告す

る。 

 

１．背景と目的 

近年、公営住宅政策は、厳しい財政状況等を踏まえ、建替え中心から既存ストック

を有効活用する長寿命化型へと転換が求められている。また、少子高齢化の進展等に

伴う住宅需要や世帯構成の変化が顕著となっており、中野区においても同様の傾向に

ある。また、令和８年３月に策定した新たな「中野区区有施設整備計画」において、

区有施設については、建築後６０年を目途に建物耐久度調査等を実施し、長寿命化が

可能であると判断された場合には、大規模改修を行った上で、建築後８０年で建替す

ることを原則とした。 

このような背景から、区が管理する公営住宅等についても効率的・効果的な維持管

理により長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減を目指すとともに、事業の平

準化により計画的に公営住宅等の更新を進めていくことが求められる。 

 

２．公営住宅等の現状 

区が土地および建物を所有し、管理運営を行っている公営住宅等は、１６団地・２

８棟・５０８戸であり、区営住宅、福祉住宅、まちづくり事業住宅の３種類に区分さ

れる。 

（１）区営住宅 

区営住宅は、公営住宅法に基づき東京都により整備された都営住宅を区に移管され

たものである。移管された住宅の多くは昭和４０年代から５０年代に建設されてお

り、老朽化が進行している。今後は築５０年以上の住宅が増加し、更新時期の集中に

よる財政負担の増大が懸念される。 

（２）福祉住宅 

   福祉住宅は、住宅に困窮している高齢者や身体障害者が、地域で自立した生活を送  

れるよう、住宅のバリアフリー化や緊急通報装置の設置等により設備面に配慮し、さ

らに管理人または生活援助員を配置した住宅となっている。 

（３）まちづくり事業住宅 

   まちづくり事業住宅は、区が実施するまちづくり事業施行地内の住宅で、当該事業  
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の施行に伴い除却又は建替えが行われる従前住宅の居住者のうち、転居先の住宅を確

保することが困難な方（本入居）又は住宅の建替期間中に仮住居を必要とされる方（仮

入居）に提供する住宅となっている。 

 

３．公営住宅等の長寿命化に向けた課題 

公営住宅等の建物や設備の老朽化への対応や長寿命化に向けた効率的な維持管理の

考え方を整理する必要がある。 

 

４．今後の検討の方向性 

公営住宅等の長寿命化によるライフサイクルコストの縮減を図っていくため、中長

期的な計画修繕により効率的なストックマネジメントの視点を検討する。なお、建築

後、６０年を目途に耐久度調査等を実施し、長寿命化の可能性を判断する。 

あわせて福祉・子育て・まちづくり施策との連携による地域価値の向上に資する利

活用の方向性についても検討し、公営住宅等の長寿命化と利活用に関する内容を含め

た（仮称）中野区公営住宅等活用計画を策定する。 


